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研究成果の概要（和文）：児童養護施設は、被虐待児など、対応が困難な子どもたちに対してのチーム支援の具体的方
法を構築していくことが求められている。本研究は、医療領域における専門職連携教育を参考にして、児童福祉施設版
専門職連携教育（IPE）プログラムを開発した。
　プログラム開発の基盤となる情報を得るために、ケアワーカー、心理職の連携・協働意識を質問紙によって調査した
。両者には連携・協働の捉え方に違いがあることが示唆された。この結果を参考に、グループワークによるグループ体
験とeラーニングによる多職種理解からなるIPEを実施した。IPEの実践によって、お互いの協働意識を高まることが示
唆され、この介入の有効性が支持された。

研究成果の概要（英文）：　Children’s homes are required to build a specific team approach method for 
children such as abused children. In this study, a child welfare facility version of the 
interprofessional education program was developed, using as a guideline interprofessional education (IPE) 
in the medical field.
　In order to obtain underlying information on program development, we surveyed residential workers and 
psychotherapists about their awareness of cooperation and collaboration using a questionnaire. As a 
result, a difference in perceptions of cooperation and collaboration was suggested between those working 
in the two professions. In reference to this result, we carried out an IPE program consisting of group 
experience with group work and understanding of multidisciplinarity using e-Learning courses. It appeared 
that the IPE program increased the collaboration awareness among those working in the two professions, 
and the efficacy of this intervention was demonstrated.
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１．研究開始当初の背景 
児童福祉施設には児童虐待などの困難を

抱えた子どもが入所している。施設における
育ちは、子どもに重要な対人関係の修正体験
を提供するにもかかわらず、「施設内で働く
専門職同士の連携」は現在まで各施設の自助
努力に任せられてきた。 
 
２．研究の目的 
筆者らはこれまで，児童福祉施設で暮らす，

被虐待体験のある子どもの効果的なケアに
ついて研究を続けてきた。近年の研究成果
（村松他，2011；村松他，2012）からは特に
「児童福祉施設内で働く専門職間の連携の
難しさ」が重要な課題であることが明らかに
なった。 
 本研究では，ケアワーカーと心理職の効果
的な連携のために，児童福祉施設内での専門
職が協働する技術を身につけるための「専門
職連携教育プログラムの開発」を目的とする。 
 
３．研究の方法 
プログラム開発の基盤となる情報を得る

ために、ケアワーカー、心理職の連携・協働
意識を質問紙調査した。この調査をもとに、
英国における専門職間連携教育（IPE ; 
Interprofessional Education）を参考に，
協働体験としてのグループワークと，継続的
な学習機会にアクセスするためのEラーニン
グからなる教育パッケージを開発した。 
 
４．研究成果 
１．質問紙調査の結果 
医 療 領 域 に お け る 協 働 尺 度 で あ る

Collaborative Practice Scales(CPS ; Weiss 
& Davis, 1985 ; 小味ら,2010 )をもとに、
13 項目の「協働実践尺度心理職版」「協働実
践尺度ケアワーカー版」を作成した。「同僚・
上司からのサポート」「有能感尺度」ととも
に2014年 12月～2015年 2月にかけて下記の
通り、調査を行った。  
①協働実践尺度（ケアワーカー版）児童養護
施設８ヶ所に調査を依頼し195名の回答を
得た（回収率 89.0%）。  

②協働実践尺度（心理職版） 全国 589 ヶ所
の児童養護施設に調査票を送付、258 施設
（回収率43.8%）から320名の回答を得た。 

 
（１）協働実践尺度の比較 
ケアワーカーは経験年数 3年以下の「初学

者」と「中堅」（経験 4～8年）「ベテラン」（経
験 9年以上）との間に有意な差があった。対
照的に、心理職は経験年数が高くなるにした
がって得点が上昇していくことが示された。
ケアワーカーは、経験の浅い内に心理職との
協働意識が形成され、中堅以降あまり変更さ
れない可能性がある。一方、心理職は経験年
数とともに協働意識が深化していく可能性
が示唆された。心理職は施設で経験を積むこ
とによって有能感が育まれ、それが協働意識

につながることになるのかもしれない。この
意味でも、両者が経験の浅い段階から協働の
実践を共有し、それぞれの職種の「違い」を
学び、「お互いの職種の相互理解」を促進す
る必要がある。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

（* p<.05  ** p<.01  *** p<.001） 
図１ 経験年数別協働尺度得点（ケアワーカ
ー） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（* p<.05  ** p<.01  *** p<.001） 
図２ 経験年数別協働尺度得点（心理職） 
 
（２）協働に影響を与える職場環境と個人要
因 
協働実践尺度は、ケアワーカーでは２つの

因子（「専門性の共有と相互役割」「専門的知
識と意見の主張」）から構成され、下位尺度
「専門性の共有と役割の明確化」では経験年
数の影響が、「専門的知識と意見の主張」で
は有能感の影響が比較的大きかった。一方、
心理職は「協働の実践と満足感」「専門的意
見の主張」「専門性の相互理解と実践」の３
因子が想定され、「協働の実践と満足感」で
は有能感とともに上司・同僚サポートの影響
が強かった。有能感は協働と大きく関係して
いることが示唆されるとともに、「専門的意
見の主張」「専門性の相互理解と実践」では
経験年数も少なくない影響を与えているこ
とが明らかとなった。 
 



（３）心理職の協働意識を高める要因 
心理職に、自立支援計画立案への関与を尋

ね、それぞれ「共同で作成する」 「ある程
度関与する」「心理職は別に記載する」「まっ
たく関与しない」の中から回答を求めた。図
３は、その結果である。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図３ 心理職の自立支援計画立案への関与 
 
協働尺度得点との関連を検討したところ、

心理職が自立支援計画に関与することが
（「共同で作成する」「ある程度関与する」）、
そうでない場合よりもケアワーカーとの協
働に影響を与えている可能性が示された。自
立支援計画立案は、ケアワーカーにとっての
重要な業務であることは間違いがない。ただ、
ケアワーカーと心理職の協働を高めるため
には、自立支援計画に何らかの形で心理職が
関与し、ともに子どもの成長を見守るシステ
ム作りが有効であるのかもしれない。 
 

２．IPE プログラムの内容について 
（１）実施したプログラム 
今回は、２つのグループで全４～６回の

IPE プログラムを実施した。前半の３回は心
理教育的な構成的グループアプローチを実
施し、後半の１～３回はインシデント事例の
検討会をおこなった。構成的グループアプロ
ーチは、人間関係やチームワークについて学
ぶためのラボラトリーメソッドの体験学習
（津村・山口、1992）を参考にして、①あら
かじめ準備されたエクササイズ（実習）を体
験し、②個人でふりかえり用紙に気づいたこ
とを記入し、③その気づきをグループ内でシ
ェアリングし、④小講義によって体験からの
学びを心理学などの知識をもとに一般化し
ていくという過程で行った。 
 

（２）グループ構成 
A グループのメンバー構成 
 IPE の趣旨に賛同する近畿圏の 3 つの児童
養護施設より、常勤ケアワーカーが施設ごと
に各 1名（全て男性、うち 2名は主任級以上）、
1 つの施設を除く 2 施設から常勤心理職 2 名
（男性と女性各 1名）が参加し、計 5名でメ
ンバーが構成された。当該施設の平均勤続年
数はケアワーカーが 12.3 年、心理職が 8.5
年であった。ファシリテーターは参加者の一
人である心理職が務めた。 
B グループのメンバー構成 
 IPE の趣旨に賛同する首都圏の 4 つの児童
養護施設から、常勤ケアワーカー3 名（男性

1名、女性 2名）、常勤心理職 3名（女性 2名、
男性 1 名）が集まり、計 6 名で構成された。
当該施設の平均勤続年数はケアワーカーが
5.7 年、心理職が 8.3 年で、A グループに比
べ、心理職のほうに勤続年数の長いメンバー
がそろった。ファシリテーターは参加者とは
別の心理職が務めた。 
 
（３）プログラム実施前後の比較 
 協働実践尺度の比較では、「子どもや家族
に関する情報を共有している」が高まり、「他
職種の考え方がわからないことがある」が低
下する有意な傾向が認められた。とくにケア
ワーカーは、「子どもや家族に関する情報を
共有している」他職種に対して、子どもの援
助に有効だと考える方法を積極的に提案す
る」が高まり、「他職種の考え方がわからな
いことがある」が有意に低下した。心理職と
比べケアワーカーのほうに数値が高まった
項目が多く、特に心理職に対して積極的に意
見を提案できるようになったことがうかが
えた。 
 
３．eラーニングについて 
（１）eラーニングの内容 
心理職とケアワーカーが互いの仕事を尊重
し、協働しながらケース・フォーミュレーシ
ョンを実践することの重要性を学ぶために、
５つのテーマを設けた。そして各テーマ毎に
e-Learning の教材を作成した。教材作成の上
で気をつけた点は以下の４つである。「①手
軽さ ②わかりやすさ ③定着 ④ねぎら
い」 
 
（２）eラーニング実施からの示唆 
e-Learning 受講者の自由記述を感性分析し
た結果、第一に心理職とケアワーカーは「施
設」と「仕事」という単語と、第二に「職員」
「理解」「子供」「大切」という単語のつなが
りの強さがあった。以上から、「同じ仕事を
別のやり方でしている」という相互理解と、
子供の「何を」大切にするかという視点の違
いを共有することが重要と考えられた。 
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